
小項目を追加表示 検索を容易にするため

章　名称 共通 総則 愛知県標準仕様書に準拠（変更）

1-3 1-1-6　施工計画書 本文中、 本文中、
1 　適用工事 1 　適用工事

2 　施工計画書の記載事項 2 　施工計画書の記載事項 省略ができない場合の手続きを明記

1-6 1-1-21　建設副産物 本文中、 本文中、
1～3 省略 1～3 省略

4 法令遵守 4 法令遵守

愛知県標準仕様書改訂に準拠

1-7 1-1-22　監督員による確認及び 本文中、 本文中、

 立会等 1～5 省略 1～5 省略

6 段階確認の臨場 6 段階確認の臨場

準拠先の修正

1-10～11 1-1-33　工事中の安全確保 本文中、 本文中、
1～15　省略 1～15 省略

16 南海トラフ地震臨時情報 南海トラフ地震防災対策推進地域における工事

南海トラフ地震臨時情報発表時の対応について 愛知県標準仕様書改訂に準拠（追加）
新設

新設 本工事の施工場所に住民事前避難対象地域が含まれる場合

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

　請負者は施工計画書を遵守し、工事の施工にあたらなければならな
い。
　この場合、・・・（中略）・・・
　なお、つり足場を使用する工事においては、省略する項目から
（６）施工方法を除くものとする。また、省略する項目について、特
記仕様書に施工計画書に記載するように明記されている場合には省略
ができないものとする。

　請負者は、設計図書に定められた段階確認において臨場を机上と
することができる。この場合、請負者は施工管理記録、写真等の資
料を整理し、監督員に提示（メールでの送付可）し、確認を受けな
ければならない。

　請負者は、設計図書に定められた段階確認において臨場を机上と
することができる。この場合において、請負者は、監督員に施工管
理記録、写真等の資料を提示（メールでの送付可）し、確認を受け
なければならない。

　請負者は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（令和
６年改正法律第６８号）（以下「建設リサイクル法」とい
う。）・・・（以下省略）

　請負者は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（令
和４年改正法律第６８号）（以下「建設リサイクル法」とい
う。）・・・（以下省略）

16-1

16-2

（1） 　請負者は、本工事の施工条件、施工内容を踏まえ、南海トラ
フ地震臨時情報【巨大地震警戒、巨大地震注意】の発表時にお
ける、後発地震による揺れの影響が大きい作業又は津波による
影響を受ける作業に対する措置の内容及び津波避難を含む作業
員等の安全確保の方法について施工計画書に記載するものとす
る。なお、南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域における
工事にあっては、津波避難に関して施工計画書に記載するもの
とする。

（2-1）

目次

　請負者は施工計画書を遵守し、工事の施工にあたらなければなら
ない。
　この場合、・・・（中略）・・・
　なお、つり足場を使用する工事においては、省略する項目から
（６）施工方法を除くものとする。

第１章　総則

章　名称

　請負者は、南海トラフ地震臨時情報【巨大地震警戒】が気象
庁から発表された場合には、契約約款第２０条の規定に基づく
発注者からの一時中止の通知があったものとして、住民事前避
難対象地域での工事を中断し、直ちに退避するものとし、警戒
する措置が解除されるまでの間（１週間）は当該箇所での工事
を一時中止するものとする。
　また、住民事前避難対象地域以外の施工場所についても、本
工事の施工条件、施工内容を踏まえ、あらかじめ定めた施工計
画書の措置内容に基づき、後発地震による揺れの影響が大きい
作業又は津波による影響を受ける作業について、警戒する措置
が解除されるまでの間（１週間）は一時中止するものとする。
その他の作業について、請負者は、改めて後発地震又は津波に
備え作業の一時中止か継続を判断するものとし、その結果を、
監督員に連絡し、その後の対応について監督員の指示を受ける
ものとする。工事等を継続する場合に請負者は、本工事等に必
要な安全対策の措置を速やかに講じ、土木工事安全施工技術指
針等に基づき適切に作業員等の安全確保に努めなければならな
い。
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

1-10～11 1-1-33　工事中の安全確保 本文中、 本文中、
新設 本工事の施工場所に住民事前避難対象地域が含まれない場合 愛知県標準仕様書改訂に準拠（追加）

愛知県標準仕様書改訂に準拠（追加）

愛知県標準仕様書改訂に準拠（追加）

愛知県標準仕様書改訂に準拠（追加）

1-13～14 1-1-40　交通安全管理 11　交通管理の表、 11　交通管理の表、

愛知県公安委員会告示路線の変更に対応

第１章　総則

（2-2）

　請負者は、南海トラフ地震臨時情報【巨大地震警戒】が気象
庁から発表された場合には、本工事の施工条件、施工内容を踏
まえ、あらかじめ定めた施工計画書の措置内容に基づき、後発
地震による揺れの影響が大きい作業又は津波による影響を受け
る作業について、契約約款第２０条の規定に基づく発注者から
の一時中止の通知があったものとして、警戒する措置が解除さ
れるまでの間（１週間）は一時中止するものとする。その他の
作業について、請負者は、改めて後発地震又は津波に備え作業
の一時中止か継続を判断するものとし、その結果を、監督員に
連絡し、その後の対応について監督員の指示を受けるものとす
る。工事等を継続する場合に請負者は、本工事等に必要な安全
対策の措置を速やかに講じ、土木工事安全施工技術指針等に基
づき適切に作業員等の安全確保に努めなければならない。

（3）

（4）

（5）

　請負者は、南海トラフ地震臨時情報【巨大地震注意】が気象
庁から発表された場合には、本工事の施工条件、施工内容を踏
まえ、改めて後発地震による揺れの影響が大きい作業又は津波
による影響を受ける作業の一時中止か継続を判断するものと
し、その結果を、監督員に連絡し、その後の対応について監督
員の指示を受けるものとする。工事等を継続する場合に請負者
は、本工事等に必要な安全対策の措置を速やかに講じ、土木工
事安全施工技術指針等に基づき適切に作業員等の安全確保に努
めなければならない。

　請負者は、南海トラフ地震臨時情報を受けて措置を行った場
合においては、実施した内容について監督員に報告するものと
する。

　なお、南海トラフ地震臨時情報の発表があった場合は、後発
地震又は津波の発　　生に備えるため必要に応じて、請負者は
施工計画書の記載にかかわらず、工事の一時中止について監督
員と協議できるものとする。

豊田市内の告示路線（令和３年７月１日より） ☆豊田市内の告示路線（令和８年６月３０日まで）　注）豊田市関係路線を抜粋

☆豊田市内の告示路線（令和８年７月１日から）　注）豊田市関係路線を抜粋

2



小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

1-17～20 1-1-46　提出書類 請負者提出書類一覧表 表の削除 本文中に記載あり、内容の重複となるため削除

1-1-51　現場代理人及び 参照下表、 参照下表、

　　監理技術者等 【雇用関係を確認するための書類】（必携6-75） 【雇用関係を確認するための書類】（必携6-80）

愛知県土木工事現場必携の改訂に準拠
（表の差替え）

1-40 1-3-1　建設業許可票 記載例、 記載例

令和７年度改訂の漏れ

第１章　総則

1-21
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

1-3-2 その他標識
新設 『熱中症緊急連絡体制表（例）』

昨年度の取扱い変更事項のうち、

問合せの多い内容について、記載例追加

第１章　総則

1-52
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

2-2 2-1-5　高中圧ガス管の 注）中、 注）中、
サンドブラスト対策 参照先の修正

2-4 2-2-2　水替工 見出し、 見出し、

2-2-2　水替工（仕P3-143） 2-2-2　水替工（仕P3-146　3-12-73） 準拠先の修正、追加

2-4 2-2-3　土留・仮締切工 見出し、 見出し、

2-2-3　土留・仮締切工（仕P3-141） 2-2-3　土留・仮締切工（仕P3-141　3-12-5） 準拠先の追加

2-5 2-2-4　防護施設工 見出し、 見出し、

2-2-4　防護施設工（仕P3-148） 2-2-4　防護施設工（仕P3-152　3-12-19） 準拠先の修正、追加

2-5 2-2-5　路面覆工 見出し、 見出し、

2-2-5　路面覆工（仕P3-140） 2-2-5　路面覆工（仕P3-140　3-12-4） 準拠先の追加

2-6 節　名称 第３節  使用材料 第３節  工事材料 見出し名称の変更

2-6 2-3-1　適用（仕P2-1） 本文中、 本文中、 見出し名称の変更

2-3-1　使用材料 2-3-1　適用（仕P2-1）

1

記載か所の移動（2-3-2）

2 1 一般事項 見出しの新設

愛知県標準仕様書に準拠して記載の追加

2 配管材料 見出しの新設

第２項、第３項の統一

3

4 3 その他材料 見出しの新設

記載の簡略化

5 使用材料は、監督員の材料検収を受けた後、使用する。 4 監督員の材料検収 見出しの新設

2-3-2第３項と記載の集約

6 記載の削除 第３項に集約

2-6 2-3-2　工事材料の品質 本文中、 本文中、 見出し名称の変更

1 品質規格に関する資料の提出 見出しの新設

新設

第2章　工事施工

施工方法は平成24年１月19日付豊上下水総発第1898号「高中圧ガス管サ
ンドブラスト対策について（回答）」（P10-87、88参照）のとおり）

施工方法は平成24年１月19日付豊上下水総発第1898号「高中圧ガス管
サンドブラスト対策について（回答）」（P10-113、114参照）のとお
り）

局承認材料以外の配管材料については、日本産業規格（以下「ＪＩ
Ｓ」という。）、日本水道協会規格（以下「ＪＷＷＡ」という。）
に適合したもの、又はこれと同等以上(第三者認証)の品質を有する
ものでなければならない。なお、品質を証明する資料を添付するこ
と。（３年以内のものに限る

一般土木材料（良質土、改良土、砕石、骨材、コンクリート製品、
生コンクリート、舗装材、塗料等）については、愛知県土木工事標
準仕様書に準拠する。なお、品質を証明する資料を添付する。（概
ね１年以内のものに限る）

　工事に使用する材料は、設計図書に品質規格を特に明示した場合
を除き、本標準仕様書に示す規格に適合したもの、又はこれと同等
以上の品質を有するものとする。

　請負者は、工事に使用する材料の品質規格に関する資料（製品カ
タログ資料等）を、工事材料を使用するまでに監督員に提出しなけ
ればならない（仕P2-1）。提出資料には、使用材料一覧表を添付す
ること。

工事に使用する配管材料は、豊田市上下水道局承認材料を用いるこ
とを原則とする。なお、局承認材料は一括承認しているため、資料
等の添付は省略できることとする。（材料承認台帳参照）

　工事に使用する配管材料は、豊田市上下水道局承認材料（以下、
「局承認材料」という。）を用いることを原則とする。
　局承認材料以外の配管材料については、日本産業規格（以下「Ｊ
ＩＳ」という。）、日本水道協会規格（以下「ＪＷＷＡ」とい
う。）に適合したもの、又はこれと同等以上(第三者認証)の品質を
有するものでなければならない。

　配管材料以外の材料については、愛知県土木工事標準仕様書に準
拠する。

　前５項に定めるほか、工事に使用する材料については、愛知県土
木工事標準仕様書 第２編 材料の規定を準拠する。

　工事に使用する材料は、原則として監督員の材料検収を受けた
後、使用する。
　請負者は、材料検収に原則として立会うこと。

　請負者は、工事に使用する材料の品質規格に関する資料（製品
カタログ資料等）を、工事材料を使用するまでに監督員に提出しな
ければならない。提出資料には、使用材料一覧表を添付すること。
　なお、局承認材料は一括承認しているため、一覧表のみを提出す
ればよく、資料等の添付を省略できる。
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

2-6 2-3-2　工事材料の品質 本文中、 本文中、
1 2 品質証明資料 見出しの新設

本文、愛知県標準仕様書に準拠して省略

2 3 中等の品質 見出しの新設

3 記載か所の移動（2-3-1　第4項）

4 4 試験を行う工事材料 見出しの新設

本文、愛知県標準仕様書に準拠して省略

5 第5項は、第4項に統一

6 5 見本・品質証明資料 見出しの新設

本文、愛知県標準仕様書に準拠して省略

7 6 材料の保管 見出しの新設

本文、愛知県標準仕様書に準拠して省略

7 鉄筋コンクリート用棒鋼の機械試験 愛知県標準仕様書に準拠して記載追加

8 ＰＣ鋼線・ＰＣ鋼棒の機械試験 愛知県標準仕様書に準拠して記載追加

9 セメントコンクリート製品の性能試験 愛知県標準仕様書に準拠して記載追加

10 リサイクル材・リサイクル製品の品質証明 愛知県標準仕様書に準拠して記載追加

11 海外の建設資材の品質証明 愛知県標準仕様書に準拠して記載追加

 ※２、４～11　愛知県標準仕様書に準拠

2-6 2-3-4　合格品の保管

記載削除 2-3-2第6項に同一の記載あるため、削除

2-6 2-3-4　支給材料 項数繰り上げ

2-7 2-3-5　現場発生品 項数繰り上げ

　請負者は、工事材料を使用するまでにその材質に変質が生じない
よう、これを保管しなければならない。なお、材質の変質により工
事材料の使用が、不適当と監督員から指示された場合には、これを
取り替えるとともに、新たに搬入する材料については、再度確認を
受けなければならない。

　工事に使用する材料の品質を証明する、試験成績表、性能試験結
果、ミルシート等の品質規格証明書を請負者の責任において整備、
保管し、監督員又は検査員から請求があった場合は直ちに提示する
とともに、工事完成時に監督員に提出しなければならない。
なお、ＪＩＳ規格品のうちＪＩＳマーク表示が認証されＪＩＳマー
クが表示されている材料・製品等（ 以下、「ＪＩＳマーク表示
品」という） については、ＪＩＳマーク表示状態を示す写真等確
認資料の提示に替えることができる（ 設計図書でＪＩＳマーク表
示品においても提出することが定められている材料、土木工事施工
管理基準「品質管理基準及び規格値」において試験（ 管理）項目
が定められている材料を除く）。

第2章　工事施工

　契約書第１３条第１項に規定する「中等の品質」とは、ＪＩＳ規
格に適合したもの、又はこれと同等以上の品質を有するものをい
う。

　契約書第１３条第１項に規定する「中等の品質」とは、ＪＩＳ規
格に適合したもの、又はこれと同等以上の品質を有するものをい
う。

　材料検査に際して、請負者はこれに立会うこと。立会わないと
き、請負者は検査に対し、異議を申し立てることはできない。（日
水協仕P16）

　検査及び試験のため、使用に耐えなくなったものは、所定数量に
算入しない。

　請負者は、設計図書において試験を行うこととしている工事材料
について、ＪＩＳ、又は設計図書で定める方法により試験を実施
し、その結果を監督員に提出しなければならない。
　なお、ＪＩＳマーク表示品については、試験を省略できる（ 設
計図書でＪＩＳマーク表示品においても試験を行うことが定められ
ている材料、土木工事施工管理基準「品質管理基準及び規格値」に
おいて「試験成績表等による確認」に該当しない試験を除く）。

　請負者は、設計図書において、監督員の試験、若しくは確認及び
承諾を受けて使用することを指定された工事材料について、見本又
は品質を証明する資料を工事材料を使用するまでに監督員に提出
し、確認を受けなければならない。
　なお、ＪＩＳマーク表示品については、ＪＩＳマーク表示状態の
確認とし、見本又は品質を証明する資料の提出は省略できる（ 設
計図書でＪＩＳマーク表示品においても提出することが定められて
いる材料は除く）。
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

2-7 2-3-6　使用材料に関する提出書類 本文中、 本文中、 項数繰り上げ

　主な材料について、提出が必要な書類等の例を次に示す。 記載の簡素化

3-46 3-7-1　管種 本文中、 本文中、

1 1 記載の修正

6-1 6-1-1　一般事項 見出し、 見出し、

6-1-1　一般事項（仕P3-105　3-8-1） 6-1-1　一般事項（仕P3-106　3-8-1） 準拠先のページ数変更

6-1 6-1-2　アスファルト舗装の材料 見出し、 見出し、

6-1-2　アスファルト舗装の材料（仕P3-106　3-8-2） 6-1-2　アスファルト舗装の材料（仕P3-107　3-8-2） 準拠先のページ数変更

6-2 6-1-6　コンクリート舗装工 見出し、 見出し、

6-1-6　コンクリート舗装工（仕P3-121　3-8-6） 6-1-6　コンクリート舗装工（仕P3-122　3-8-6） 準拠先のページ数変更

6-3 6-1-11　ブロック舗装工 見出し、 見出し、

6-1-11　ブロック舗装工（仕P3-131　3-8-8） 6-1-11　ブロック舗装工（仕P3-132　3-8-8） 準拠先のページ数変更

6-3 6-1-12　路面切削工 見出し、 見出し、

6-1-12　路面切削工（仕P7-133　13-4-3） 6-1-12　路面切削工（仕P7-134　13-4-3） 準拠先のページ数変更

6-4 6-1-13　切削オーバーレイ工 見出し、 見出し、

6-1-13　切削オーバーレイ工（仕P7-134　13-4-5） 6-1-13　切削オーバーレイ工（仕P7-135　13-4-5） 準拠先のページ数変更

6-4 6-2-2　歩道の巻込み部に接する 本文中、 本文中、

歩道舗装 4 4 準拠先のページ数変更

　「工事に使用する材料の品質規格に関する資料」として提出が必要な
書類及び試験成績表を次に示す。

第3章　工事関係書類（出来形管理基準含む）

管種はφ３０㎜は水道用耐衝撃性硬質塩化ビニル管（ＨＩ－Ｖ

Ｐ）、φ４０～５０㎜は水道用ゴム輪形耐衝撃性硬質塩化ビニル管

（ＨＩ－ＲＲ）とするが、原則として水道本管に使用しない。

管種は、水道用耐衝撃性硬質塩化ビニル管（ＨＩ－ＶＰ）、又は水
道用ゴム輪形耐衝撃性硬質塩化ビニル管（ＨＩ－ＲＲ）とするが、
原則として水道本管に使用しない。

第6章　舗装工

マウントアップ歩道の摺付舗装は、・・・（中略）・・・やむを得
ない場合は８％以下とする。（仕P3-106）

マウントアップ歩道の摺付舗装は、・・・（中略）・・・やむを得
ない場合は８％以下とする。（仕P3-107）

第2章　工事施工
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

6-5 6-3-1　区画線工 見出し、 見出し、

6-3-1　区画線工（仕P3-59　3-3-10） 6-3-1　区画線工（仕P3-60　3-3-10） 準拠先のページ数変更

6-5 6-3-2　区画線の規格 見出し、 見出し、

6-3-2　区画線の規格（仕P2-33　2-12-2） 6-3-2　区画線の規格（仕P2-34　2-12-2） 準拠先のページ数変更

9-6 9-2-2　記載項目 本文中、 本文中、
第１章参照するよう記載変更

削除 記載重複のため、削除（第１章参照）

9-6～7 9-2-3　作成要領 本文中、 本文中、

1 実施工程表（計画） 1 実施工程表（計画）

実施工程表の定義で確認できるため、

補足記載を削除

2 現場組織表 2 現場組織表

①～③ 本文省略 項番号の削除 表示方法変更

3 安全管理 3 安全管理

① 本文省略 項番号の削除 表示方法変更

② 項番号の削除 表示方法変更

③、④の記載と統一

ア～エ 省略 ア～エ 省略

オ 安全管理組織表 オ 安全管理組織表

③ 削除 本文中の記載か所の変更

④ 削除 本文中の記載か所の変更

4 指定機械及び主要機械 4 指定機械及び主要機械

① 本文省略 項番号の削除 表示方法変更

② 特殊なものを使用する場合はそのカタログ等の説明書を添付する。 　 削除 本文中の記載か所の変更

③ 特別な推進などの工法を使用する場合は記載する｡ 項番号の削除 表示方法変更

②、③の記載の統一

④ 設計図書に指定が無ければ「なし」と記載する。 削除 指定が無い場合の記載を愛知県仕様書に準拠

P9-17の表参照

　安全管理について必要なそれぞれの責任者及び組織、安全活動の
方針について以下の事項を参考に記載する。
　また、万が一の事後発生時における救急指定病院、関係機関及び
被災者宅等への連絡方法を記載する。
　なお、労働安全衛生法と安全管理のしくみ等については、国土交
通省中部地方整備局企画部編集「安全サポートマニュアル」を参照
する。（同局のホームページで公表）

 特別な推進などの工法を使用する場合は、使用する機械について
記載し、特殊な機械を使用する場合はそのカタログ等の説明書を添
付記載する｡

　労働安全衛生法と安全管理のしくみ等については、国土交通省中
部地方整備局企画部編集「安全サポートマニュアル」を参照する。
（同局のホームページで公表）

　作成時は、愛知県建設局の「施工体制の適正化に向けての現
場点検の手引き（案）」を参考とし、（以下省略）

　作成時は、愛知県建設局の土木工事現場必携第６章6-6の「施
工体制の適正化に向けての現場点検の手引き（案）」を参考と
し、（以下省略）

　万が一の事後発生時における救急指定病院、関係機関及び被災者
宅等への連絡方法を記載する。

　安全管理について必要なそれぞれの責任者及び組織、安全活動の
方針について以下の事項を参考に記載する。

　施工計画書には次の項目を記載するものとし、表紙部には9-2-4に示
す「施工計画書作成例」に準じて施工計画書タイトル、工事名等の契約
書記載事項、請負業者名、目次を記載する。

　施工計画書の記載事項は、本標準仕様書1-1-6のとおりとし、表紙部
には9-2-4に示す「施工計画書作成例」に準じて施工計画書タイトル、
工事名等の契約書記載事項、請負業者名、目次を記載する。

第6章　舗装工

第9章　工事関係書類

　ただし、請負者は、・・・（中略）・・・※省略項目のうち特記仕様
書に施工計画書に記載するように明記されている場合には省略ができな
いものとする。

　契約書の工期に基づき、バーチャート、曲線式工程表、ネット
ワーク式工程表など工事内容に適した工程表で示す。(契約当初に
提出した工程表とは異なり、詳細な内容を示したもの、１枚で足り
なければ２枚以上も可）
　各工種について・・・（以降省略）

　契約書の工期に基づき、バーチャート、曲線式工程表、ネット
ワーク式工程表など工事内容に適した工程表で示す。(契約当初に
提出した工程表とは異なり、詳細な内容を示したもの、１枚で足り
なければ２枚以上も可）
　各工種について・・・（以降省略）
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

9-7 9-2-3　作成要領 5 主要資材 5 主要資材

① 本文省略 項番号の削除 表示方法変更

② 項番号の削除 表示方法変更

提出必須を強調

③ 項番号の削除 表示方法変更

表記修正

6 施工方法 6 施工方法 ①～③ 項番号の削除 表記修正
① ①～③の記載統一

②

③

新設 （1） 具体的な施工方法

新設 ① 工事施工上の留意事項

新設 ② 主要な工種毎の作業フロー

　

新設 ③ 工事全体に共通する仮設備の構造、配置計画等

④ 削除

7 施工管理計画 7 施工管理計画
（1） 工程管理 省略 （1） 工程管理 省略
（2） 出来形管理 （2） 出来形管理

錯誤修正

（3） 品質管理 省略 （3） 品質管理 省略

（4） 写真管理 （4） 写真管理

錯誤修正

　主要工種について、工事の安全を考慮して主要な工種ごとの施工
フロー、施工順序等を記述する。ただし、一般的な施工方法（水道
管工事標準仕様書に記載工法）は、省略することができる。

　他工事との関係調整、地下埋設物件の対策、用排水路調査、他官
公庁との協議、工事公害に対する配慮、地元への周知、苦情に対す
る措置方法等は必要に応じて記載する。

　仮締切、仮道路、仮橋、仮土留、防護工等主要な施設については
記述する。主要な仮設工は必要に応じて構造計算書を添付する。
（土留め工を設置する場合の土圧計算書の添付は必須。）

 主要工種について、工事の安全を考慮して主要な工種ごとの施工
フロー、施工順序等を記述する。ただし、一般的な施工方法（水道
管工事標準仕様書に記載工法）は、省略するが、他工事との関係調
整、地下埋設物件の対策、用排水路調査、他官公庁との協議、工事
公害に対する配慮、地元への周知、苦情に対する措置方法等は必要
に応じて記載する。また、仮締切、仮道路、仮橋、仮土留、防護工
等主要な施設については記述する。主要な仮設工は必要に応じて構
造計算書を添付する。（土留め工を設置する場合の土圧計算書の添
付は必須。）

　監督員の行う段階確認等について、確認時期、項目などについて
記載する。遠隔も同じ。

　施工管理基準（第５節参照）に基づき当該工事に必要な測定項
目、試験項目を記載する。主要なものは試験方法、管理不法、試験
場所等も記載する。

　施工管理基準（第５～８節参照）に基づき当該工事に必要な測定
項目、試験項目を記載する。主要なものは試験方法、管理不法、試
験場所等も記載する。

　写真管理に基づき撮影計画を記載する（第３節参照）。 　写真管理に基づき撮影計画を記載する（第４節参照）。

　局承認材料は一括承認しているため、施工計画書への記載を省略
できる。省略する場合は・・・（中略）・・・「工事材料の品質規
格に関する資料」には、管材等の一覧表は添付するものとする。

第9章　工事関係書類

　局承認材料以外の材料については必ず記載する。(添架、水管
橋、推進工法等の材料)

　局承認材料以外の材料について記載する。(添架、水管橋、推進
工法等の材料)

　なお、局承認材料は一括承認しているため、施工計画書への記載
を省略できるが、省略する場合は・・・（中略）・・・「工事材料
の品質規格に関する資料」には、局承認材料の一覧表は添付するも
のとする。

　工事箇所の作業環境(周辺の土地利用状況、自然環境、近接状
況等)や主要な　工種の施工時期(降雨期、出水・渇水期等)等に
ついて記述する。これを受けて工事施工上の留意事項及び施工
方法の要点、制約条件(施工時期、作業時間、交通規制、自然保
護等)、関係機関との調整事項について記述する。
また、準備工として工事に使用する工事用基準点・水準点、地

　主要な工種毎の作業フローを記載するとともに、図面(平面
図、断面図、構造図、概略図)等を活用し、主な使用予定機械を
含めて、簡潔に記述する。
記載対象は、以下を標準とする。
・主要な工種
・特記仕様書で指定された工法
・標準仕様書に記載されていない特殊工法
・特殊な立地条件や関係機関等への対応が必要とされる施工

　位置図や概要図等を用いて具体的に記述する。また、足場・
支保工等の任意　　仮設及び指定仮設については、必要により
構造計算書等を添付する。その他、仮設備として仮設建物、工
事材料･建設機械の仮置き場、場内運搬経路、仮排水、安全管理
に関する仮設備(工事標示板、立入禁止の柵、立入禁止の標示板
等の保安設備)等について記述する。
　なお、設計書において積み上げ計上された借地の契約を行っ
た場合は、借地契約書の写しを添付する。
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

9-8～10 9-2-3　作成要領 本文中、 本文中、

8 緊急時の体制及び対応 8 緊急時の体制及び対応
① 削除 ②と内容重複のため、削除

② 　本文省略 項番号の削除 表示方法変更
③ 項番号の削除 表示方法変更

第１章準拠先の明記

現場明示の記載追加

④ 熱中症における緊急連絡体制を別途記載する。 緊急連絡体制の現地明示の必要性を明記

9 交通管理 9 交通管理

①～④ 本文省略 項番号の削除 表示方法変更

10 環境対策 10 環境対策
①
～

項番号の削除 表示方法変更

②～③ 本文省略 項番号の削除 表示方法変更

11 現場作業環境の整備 省略 11 現場作業環境の整備 省略

12 再生資源の利用の促進 12 再生資源の利用の促進
①～③ 本文省略 項番号の削除 表示方法変更

13 法定休日・所定休日（週休２日の導入） 13 法定休日・所定休日（週休２日の導入）

要領の一部改正に伴うもの

14 その他 省略 14 その他 省略

9-13～15 9-2-4　施工計画書作成例 記載例中、 記載例中、

（2） 現場組織表 （2） 現場組織表

注１） 注１）

（仕P1-21） （仕P1-21　1-1-24） 準拠先の追加

【施工体系図】 記載例（現場必携Ｐ2-78、施工関係様式 P5-70参考） 【施工体系図】 記載例（現場必携Ｐ2-78、施工関係様式 P5-71参考） 準拠先のページ数変更

（3） 安全管理 （現場必携 P2-51） （3） 安全管理 （現場必携 P2-51） 準拠先のページ数変更

　異常気象時の防災管理体制、災害発生時の対策、緊急時の連絡系
統図・連絡方法について記載する。

「南海トラフ地震臨時情報」が発せられた場合の臨機の措置を記述
するほか、作業員の緊急避難場所（避難経路を含む）を作成し、添
付する。（現場に掲示するものについて事前の確認）

　工事現場周辺地域の生活環境の保全及び円滑な工事施工を目的と
して、環境保全対策及び騒音・振動公害防止対策について記述す
る。
① 騒音、振動、排出ガス対策
② 水質汚濁対策
③ 粉じん対策
④ 現場で日々発生する建設副産物の分別処理対策
⑤ セメント及びセメント系固化材を使用した改良土の六価クロム溶
出試験実施
⑥ 家屋調査、地下水位観測等の事業損失防止対策

　工事現場周辺地域の生活環境の保全及び円滑な工事施工を目
的として、環境保全対策及び騒音・振動公害防止対策について
記述する。
・騒音、振動、排出ガス対策
・水質汚濁対策
・粉じん対策
・現場で日々発生する建設副産物の分別処理対策
・セメント及びセメント系固化材を使用した改良土の六価クロ
ム溶出試験実施
・家屋調査、地下水位観測等の事業損失防止対策

品質証明員は、特記仕様書で品質証明の対象工事と明示された
場合に配置

品質証明員は、特記仕様書で品質証明の対象工事と明示された
場合に配置

第9章　工事関係書類

　「豊田市上下水道局週休２日制工事実施要領」に基づく月単位の
週休２日（休工）の取得計画を記載する。

　「豊田市上下水道局週休２日制工事実施要領」に基づく完全週休
２日（土日）の現場閉所取得計画を記載する。

　「南海トラフ地震臨時情報」が発せられた場合の臨機の措置を記
述する（標準仕様書1-1-33　16-2　南海トラフ地震臨時情報発表時
の対応について を参照）ほか、作業員の緊急避難場所（避難経路
を含む）を作成し、（現場に明示する。）

　熱中症における緊急連絡体制を記述するほか、工事関係者の見や
すい場所に明示する。ただし、明らかにWBGTが28度以上、又は気温
が31度以上とならない期間で作業を行う工事においては対象外とす
る。
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

9-15～17 9-2-4　施工計画書作成例 記載例中、 記載例中、

＜安全管理の組織＞ ＜安全管理の組織＞

現場必携に準拠

（ウ） 事故防止重点対策の実施（特記仕様書　第９条関係） （ウ） 事故防止重点対策の実施（特記仕様書　第９条関係）

記載例の追加

（4） 指定機械 （4） 指定機械
指定機械及び主要機械の使用計画は以下のとおり。 本文追加

現場必携に準拠

第9章　工事関係書類

（記載の例①）
　特記仕様書第９条「交通事故防止重点対策」として、これまでの事
故事例や事故防止対策の工事例等を周知し、現場条件に適した交通事
故防止重点対策を適切に実施するものとする。
　作業員へは、○月度の安全教育にて周知するとともに、実施状況を
書面にて提出します。
（記載の例②）
　特記仕様書第５条「高所作業における作業員の転落事故防止重点対
策」として、これまでの事故事例や事故防止対策の工事例等を周知
し、現場条件に適した対策を適切に実施するものとする。
　作業員へは、○月度の安全教育にて周知するとともに、実施状況を
書面にて提出します。

　特記仕様書第９条「交通事故防止重点対策」として、これまでの事故
事例や事故防止対策の工事例等を周知し、現場条件に適した交通事故防
止重点対策を適切に実施するものとする。
　作業員へは、○月度の安全教育にて周知するとともに、実施状況を書
面にて提出します。

＜安全管理の組織の留意点＞
注１）現場に掲示する作業主任者一覧表には、労働安全衛生規則第１８条の規定によ
り、作業主任者の氏名及びその者に行わせる事項を記載する。
注２）「に準ずる者」は、現場で作業する者が、常時１０～４９人の場合、配置する。
（平成５年３月３１日付け基発第２０９号「労働省労働基準局長 中規模建設工事現
場における安全衛生管理の充実について」（現場必携 Ｐ２－４７参照））

現場作業員が常時１０人以上いない場合は、「に準ずる者」の選任は、必要ないが、

安全衛生に関する措置について作業員の多少は関係なく、常時１０～４９人の場合の

体制に準じることが望ましい。
注３）①店社安全衛生管理者を選任する場合には、元方事業者の現場にいる担当者
（現場代理人等を記載する。②統括安全衛生責任者は、事業の実施を統括管理する者
を選任すること。元方安全衛生管理者は、その事業場に専属の者を選任すること。統
括安全衛生責任者及び元方安全衛生管理者は、現場に常駐することが望ましい。

＜安全管理の組織の留意点＞
注１）現場に掲示する作業主任者一覧表には、労働安全衛生規則第１８条の規定によ
り、作業主任者の氏名及びその者に行わせる事項を記載する。
注２）「に準ずる者」は、現場で作業する者が、常時１０～４９人の場合、配置する。
詳しくは、「中規模建設工事現場における安全衛生管理指針」（平成５年３月３１日
付け基発第２０９号「労働省労働基準局長 中規模建設工事現場における安全衛生管
理の充実について」（現場必携 Ｐ２－５１参照））による。

現場作業員が常時１０人以上いない場合は、「に準ずる者」の選任は、必要ないが、

安全衛生に関する措置について作業員の多少は関係なく、常時１０～４９人の場合の

体制に準じることが望ましい。
注３）①店社安全衛生管理者を選任する場合には、元方事業者の現場にいる担当者
（現場代理人等を記載する。②統括安全衛生責任者は、事業の実施を統括管理する者
を選任すること。元方安全衛生管理者は、その事業場に専属の者を選任すること。統
括安全衛生責任者及び元方安全衛生管理者は、現場に常駐することが望ましい。
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

9-18～20 9-2-4　施工計画書作成例 記載例中、 記載例中、

（6） 施工方法 （6） 施工方法

（ア） 一般事項 （ア） 一般事項

愛知県現場必携に準じて本文追加

（a） 作業時間及び休日又は夜間作業 削除 表示方法の変更

① 作業時間 本文省略 （a） 作業時間 本文省略 表示方法の変更

② 休日 本文省略 （b） 休日 本文省略 表示方法の変更

（b） 施工時の報告 本文省略 （c） 施工時の報告 本文省略 項表示数繰下げ

（c） 他工事との関係調整 本文省略 （d） 他工事との関係調整 本文省略 項表示数繰下げ

（d） 地下埋設物件の対策 本文省略 （e） 地下埋設物件の対策 本文省略 項表示数繰下げ

（e） 用排水路調査 本文省略 （f） 用排水路調査 本文省略 項表示数繰下げ

（f） 他官公庁との協議 本文省略 （g） 他官公庁との協議 本文省略 項表示数繰下げ

（g） 工事公害に対する配慮 本文省略 （h） 工事公害に対する配慮 本文省略 項表示数繰下げ

（h） 地元への周知 本文省略 （i） 地元への周知 本文省略 項表示数繰下げ

（i） 苦情に対する措置方法 本文省略 （j） 苦情に対する措置方法 本文省略 項表示数繰下げ

（j） 仮土留・防護工の施工方法 本文省略 （k） 仮土留・防護工の施工方法 本文省略 項表示数繰下げ

（イ） 具体的な施工方法 （イ） 具体的な施工方法

（a） 仮設備計画 本文省略 移動 愛知県現場必携に準じて記載順序変更

① 仮設配管 本文省略 移動 愛知県現場必携に準じて記載順序変更

② 水替設備 本文省略 移動 愛知県現場必携に準じて記載順序変更

③ 運搬道路の維持補修 本文省略 移動 愛知県現場必携に準じて記載順序変更

④ 借地が必要な場合 本文省略 移動 愛知県現場必携に準じて記載順序変更

新設 （a） 工事施工上の留意事項

愛知県現場必携に準じて本文追加

（b） 主要な工種毎の作業フロー 表示方法の変更

（b） 〇〇工 ① 〇〇工 表示方法の変更

字句の修正

（c） 舗装本復旧工（舗装施工する際の端部擦り付け施工） ② 舗装本復旧工（舗装施工する際の端部擦り付け施工） 表示方法の変更

① 施工延長が長い場合は・・・（以下省略） 施工延長が長い場合は・・・（以下省略） 表示方法の変更

② 起点・（中間）・終点に・・（以下省略） ・ 起点・（中間）・終点に・・（以下省略） 表示方法の変更

③ 車の乗り入れ口及び・・・・（以下省略） ・ 車の乗り入れ口及び・・・・（以下省略） 表示方法の変更

④ 側溝及び路側帯に・・・・・（以下省略） ・ 側溝及び路側帯に・・・・・（以下省略） 表示方法の変更

⑤ 現場におけるトラブル・・・（以下省略） ・ 現場におけるトラブル・・・（以下省略） 表示方法の変更

第9章　工事関係書類

　作業時間及び休日は、次のとおりとする。なお、工程の関係又は
その他の理由で、官公庁の休日又は夜間において作業を行う場合
は、事前にその理由を監督員に連絡する。
　ただし、現道上の工事については、書面等により通知（メールも
可）する。

　本工事箇所の近傍に小学校が存在し、工事個所自体も通学路
となっているため、登下校時間においては学校関係者との調整
により、交通誘導員を１名増員し、子どもの安全に十分配慮し
ます。

　（○○管布設工、水管橋架設工、減圧弁設置工など設計図書
に記載された工種）
主要工種の作業フロー（現場必携P-58参照）、施工手順等を記
載する。
　一般的な施工方法（水道管工事標準仕様書に記載された工法
（第３章管布設工及び第４章弁栓類、他）は省略することがで
きる。ただし、減圧弁室等設置時などでクレーン作業が伴う場
合は別途、当該作業について記載する。
　省略可能か判断がつかない場合は、監督員に確認する。
　工種が追加となった場合は、変更施工計画書により提出す
る。

　○○管布設工、水管橋架設工、減圧弁設置工など設計図書に
記載された工種）について、作業フロー（現場必携P-58参
照）、施工手順等を記載する。なお、一般的な施工方法（水道
管工事標準仕様書に記載された工法（第３章管布設工及び第４
章弁栓類、他）は省略することができる。
　ただし、減圧弁室等設置時などでクレーン作業が伴う場合は
別途、当該作業について記載する。
　省略可能か判断がつかない場合は、監督員に確認する。
　工種が追加となった場合は、変更施工計画書により提出す
る。
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

9-20～25 9-2-4　施工計画書作成例 記載例中、 記載例中、

（c） 工事全体に共通する仮設備の構造、配置計画等 記載追加

記載か所の移動 ① 仮設配管 愛知県現場必携に準じて記載順序変更

記載か所の移動 ② 水替設備 愛知県現場必携に準じて記載順序変更

記載か所の移動 ③ 運搬道路の維持補修 愛知県現場必携に準じて記載順序変更

記載か所の移動 ④ 借地が必要な場合 愛知県現場必携に準じて記載順序変更

※添付書類　借地契約書 記載追加

愛知県標準仕様書に準拠した確認方法の変更

☆確認方法に「施工管理」を追加

愛知県標準仕様書に準拠した確認方法の変更

☆確認方法の「机上」を「施工管理」に変更

（7） 施工管理計画 （現場必携 P2-60～63） （7） 施工管理計画 （現場必携 P2-62～65） 準拠先のページ数変更

（a） 工程管理 本文省略 （a） 工程管理 本文省略

（b） 出来形管理 （b） 出来形管理

表記修正

監督員の承諾必須を明記

（c） 品質管理 （c） 品質管理

（d） 写真管理 本文省略 （d） 写真管理 本文省略 変更なし

　動力源は、低騒音発電機を使用し、水中ポンプφ50㎜２台を

据付け、確実に排水を行います。

　運搬道路の維持管理は十分行うこととし、土砂のついたタイ
ヤ痕は、竹ボウキ等で清掃し、特に路面の凹凸が著しい場合
は、切込砕石などにより補修を行います。また、砂利道で砂ほ
こりの多い場合はただちに散水を実施します。

　借地が必要な場合には、借地契約書、または承諾書の写しを
提出し、監督員の確認を受けます。

第9章　工事関係書類

　施工管理基準により、次の項目について、出来形成果総括
表、出来形管理表等を作成し、出来形管理を実施する。

　施工管理基準により、下表の工種・測定項目について、出来
形成果総括表、出来形管理表等を作成し、出来形管理を実施す
る。
　なお、舗装工事におけるコアー採取による厚さ測定位置につ
いては監督員の承諾を得る。

　施工管理基準の品質管理基準及び規格値に基づき、下表の工
種・試験項目について品質管理図を作成し品質管理を行う。

　施工管理基準の品質管理基準及び規格値に基づき、下表の工
種・試験項目について品質管理図を作成し品質管理を行う。
　なお、舗装工事における現場密度の測定位置については、監
督員の承諾を得る。

　工事施工前に監督職員と詳細な打合せを行い、施工前に計画
図面の確認を受けます。
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

9-25～29 9-2-4　施工計画書作成例 記載例中、 記載例中、

（8） 緊急時の体制及び対応 （現場必携P2-64） （8） 緊急時の体制及び対応 （現場必携P2-66） 準拠先のページ数変更

（a） （a） 緊急時の体制 見出しの新設

字句の修正

（b） （b） 準拠先のページ数変更

本文省略 本文省略

①～④ 省略 ①～④ 省略

⑤ ⑤

字句の修正

（c） 事故発生時の措置 省略 （c） 事故発生時の措置 省略

（d） 熱中症における緊急連絡体制 （d） 熱中症における緊急連絡体制

新設 愛知県標準仕様書に準拠

図の新設 参考フロー図の挿入

なお、緊急連絡体制は以下のとおりとします。 表記修正

① 熱中症担当者 ① 熱中症担当者

担当者名　　　　　　、電話番号　 担当者名○○　○○、電話番号○○-○○○○ 表記修正

（9） 交通管理 （現場必携P2-66） （9） 交通管理 （現場必携P2-68） 準拠先のページ数変更

本文省略 本文省略

（10） 環境対策（現場必携P2-67） （10） 環境対策（現場必携P2-69） 準拠先のページ数変更

本文省略 本文省略

（11） 現場作業環境の整備（現場必携P2-68） （11） 現場作業環境の整備（現場必携P2-70） 準拠先のページ数変更

本文省略 本文省略

（12） 再生資源の利用の促進（現場必携P2-69） （12） 再生資源の利用の促進（現場必携P2-71） 準拠先のページ数変更

本文省略 本文省略

　大雨、出水、強風等の異常気象または地震発生時において、
災害発生の恐れがある場合、下記の災害対策組織による体制を
整え、必要に応じ現場内をパトロールして警戒します。
　また、工事現場内において災害・事故発生、又はその恐れが
ある場合、作業時間内はただちに災害対策の体制に入り、現場
代理人以下現場構成表の各担当職務に応じて行動します。

　大雨、出水、強風等の異常気象または地震発生時において、
災害発生の恐れがある場合、下記の災害対策組織による体制を
整え、必要に応じ現場内をパトロールして警戒します。
　また、工事現場内において災害・事故発生、又はその恐れが
ある場合、作業時間内はただちに災害対策の体制に入り、現場
代理人以下、下記災害対策組織表の職務分担に応じて行動す
る。

「南海トラフ地震臨時情報」に伴う臨機の措置（現場必携P2-65） 「南海トラフ地震臨時情報」に伴う臨機の措置（現場必携P2-67）

　作業員や必要に応じ第三者に情報伝達するとともに、避難場
所や避難経路などの緊急避難措置の再確認を行う。（避難経路
は現場に掲示されなければならない。）

　作業員や必要に応じ第三者に情報伝達するとともに、避難場
所への誘導や避難経路の確保などの緊急避難措置を行う。（避
難経路は現場に掲示する。）

　現場作業員に熱中症のおそれのあるときの連絡体制は以下の
とおり。

　現場作業員に熱中症のおそれのあるときは、以下の対応を実
施します。

第9章　工事関係書類
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

9-30～31 9-2-4　施工計画書作成例 記載例中、 記載例中、

（13） 法定休日・所定休日（週休２日の導入） （13） 法定休日・所定休日（週休２日の導入）

要領の改正に伴う変更

（14） その他（現場必携P2-67） （14） その他（現場必携P2-73） 準拠先のページ数変更

本文省略 本文省略

　「豊田市上下水道局週休２日制工事実施要領」に基づき、本工事
は週休２日制工事とし、以下の休工取得計画により工事を実施しま
す。

　「豊田市上下水道局週休２日制工事実施要領」に基づき、本工事
は「完全週休２日（土日）工事」とし、以下の現場閉所取得計画に
より工事を実施します。

第9章　工事関係書類
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

9-32 第３節　施工体制台帳 （仕P1-9） （仕P1-9、現場必携P2-74～78） 準拠先の追加

・施工体系図

9-32 9-3-1　一般事項 本文中、 本文中、

打合せ簿記載方法の追加

提出方法の明記

9-34 9-3-4　監督員への提出時期 本文中、 本文中、

1 施工体制台帳 1 施工体制台帳

取扱いの明記

9-35 9-4-2　撮影要領 本文中、 本文中、

新設 1 記載の追加

1 工事着手前の状況・・・（以下省略） 2 工事着手前の状況・・・（以下省略） 項番号繰下げ

2 工事着手から完成・・・（以下省略） 3 工事着手から完成・・・（以下省略） 項番号繰下げ

3 削除 撮影項目から削除

4 撮影に関しては、・・・（以下省略） 4 撮影に関しては、・・・（以下省略）

9-36 9-4-5　工事写真管理 管理表中、 管理表中、

測点ごとの撮影に終点側（反対方向）の撮影追加

現況写真の記録を残すことを明記

管種別に撮影することを明記

　施工体制台帳・施工体系図は、現場の施工体制を確認するための根拠
となるものであるので、正確に作成しなければならない。
　作成にあたっては、建設業法及び本仕様書の内容に基づき行い、関連
する書類同士で不整合とならないように注意する。
原則として電子データで作成・提出する。作成に当たってはASPの作成
支援機能を利用して作成したものを添付して電子提出することも認め
る。
　なお、施工体制台帳・施工体系図は追加・変更の都度、作成・提出す
るが、施工体系図の追加・変更による施工計画書の変更は必要ない。

　施工体制台帳・施工体系図は、現場の施工体制を確認するための根
拠となるものであるので、正確に作成しなければならない。
　作成にあたっては、建設業法及び本仕様書の内容に基づき行い、関
連する書類同士で不整合とならないように注意する。
原則として電子データで作成・提出する。作成に当たってはASPの作成
支援機能を利用して作成したものを添付して電子提出することも認め
る。提出にあたっては工事打合せ簿内容欄に「施工体制台帳・施工体
系図の提出」と記載する。
　なお、施工体制台帳・施工体系図は追加・変更の都度、作成・提出
するが、施工体系図の追加・変更による施工計画書の変更は必要な
い。
　作業員名簿は施工体制台帳の記載する内容を補完し、施工体制台帳
の一部であることに留意し、作業員の記載追加などは、台帳の追加・
変更で提出する。

第9章　工事関係書類

　下請負契約を締結してから、現場で着手する前までに提出する。
　（以下省略）

　下請負契約を締結してから、現場で着手する前までに写しを提出
する。
　（以下省略）

現場必携P3-5による写真撮影の要素（何を、誰が、どこで、いつ、
いかに）を理解して撮影する。

施工中における各工種別の使用資機材については、形状寸法、数量
等が確認できるようにする。
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

9-36 9-4-5　工事写真管理 管理表中、 管理表中、

舗装厚計測方法を追記

9-41 9-4-5　工事写真管理 管理表中、 管理表中、

愛知県に準拠して撮影項目から削除

ただし、監督員の確認行為は残ります！

愛知県に準拠して撮影項目から削除

ただし、監督員の確認行為は残ります！

番号繰り上げ

9-44 9-5-1　一般事項 本文中、 本文中、

1 工程管理として、工程管理表及び工事記録を作成する。 愛知県現場必携に準拠

2 完成時には、実施工程表(実績)は、工事記録に添付する。

9-44 9-5-2　作成要領（実施工程表） 本文中、 本文中、 愛知県現場必携に準拠

1 1 字句の修正

2 　前月までの・・・（以下省略） 2 　前月までの・・・（以下省略）

3 3

作成を明記

9-44 9-5-3　作成要領（工事記録） 本文中、 本文中、

1 当日の作業内容を日報等の型式で記録する。（様式は任意） 様式について補足記載

2

カレンダー形式は、本仕様書で定めずとも

週休２日要領で作成必要のため、記載削除

第9章　工事関係書類

　工程管理として、実施工程表により詳細な計画を立案し、工程及び
進捗を管理する。

　施工計画時に作成した工程管理表の計画に基づき、工事の進捗管
理を行う。進捗率、凡例を記入し、計画と実績が容易に対比できる
よう作成すること。（例：青･･･予定、赤･･･実績、緑･･･変更予
定）

　施工計画時に作成した実施工程表の計画に基づき、工事の進捗を
管理する。進捗率、凡例を記入し、計画と実績が容易に対比できる
ようにすること。（例：青･･･予定、赤･･･実績、緑･･･変更予定）

　施工計画書提出後でも現場を進めていく中で、工期の1/3以降で
－20％以上の差異が生じた場合は、変更実施工程表を提出する。工
期、工種の変更・追加時にも工程表の見直しを行うこと。

　施工計画書提出後でも現場を進めていく中で、工期の1/3以降で
－20％以上の差異が生じた場合は、変更実施工程表を作成・提出す
る。工期、工種の変更・追加時にも工程表の見直しを行うこと。

週休２日制工事の場合は、週休日等の確認資料としてカレンダー形
式の工事記録を作成する。カレンダー形式の工事記録の記載要領
は、「豊田市上下水道局週休２日制工事実施要領」を参照する。

　当日の具体的な作業内容については、会社で使用している日報等
（任意様式）に規則すること。
　なお、監督員から請求があった場合には、速やかに提示すること。
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

9-55～56 9-10-1　段階確認一覧表 （仕P1-16） （仕P1-22） 準拠先のページ数変更

本文追加 1 愛知県標準仕様書で確認するよう変更

2 取扱いの明記

一覧表中、 一覧表中、

愛知県標準仕様書で確認するよう変更

段階確認一覧表は、愛知県建設局の「土木工事標準仕様第１章1-1-
22表1-1（以下、「表1-1」という。）」及び「土木工事現場必携第
３章施工管理表（以下、「施工管理表」という。）」に準拠する。

請負者は、表1-1及び施工管理表に記載のない以下の項目について
も、段階確認を受けなければならない。

第9章　工事関係書類
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

9-57～58 9-10-2　施工状況把握一覧表 （仕P1-20） （仕P1-22） 準拠先のページ数変更

本文追加 1 愛知県標準仕様書で確認するよう変更

2 取扱いの明記

一覧表中、 一覧表中、

愛知県標準仕様書で確認するよう変更

　施工状況把握一覧表は、愛知県建設局の「土木工事標準仕様第１
章1-1-22表1-2（以下、「表1-2」という。）」及び「土木工事現場
必携第３章施工管理表」に準拠する。

　請負者は、表1-2及び施工管理表に記載のない以下の項目につい
ても、段階確認を受けなければならない。

第9章　工事関係書類
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

10-1 現場代理人・主任（監理）

技術者届

法令改正によるもの

（健康保険証のマイナンバー統一による）

10-3 現場代理人・主任（監理）

技術者補佐届

総務課確認欄の追加

法令改正によるもの

（健康保険証のマイナンバー統一による）

第10章　様式、資料
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

10-4 現場代理人・主任（監理）

技術者変更届

削除 次ページ様式のみの取扱いとするため

10-5 現場代理人・主任（監理）

技術者補佐変更届

総務課確認欄の追加

法令改正によるもの

（健康保険証のマイナンバー統一による）

診断書必要な場合の既済も追加

第１０章　様式、資料
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

10-12 監理技術者の兼務届

法令改正によるもの

（健康保険証のマイナンバー統一による）

10-26 工事打合簿

提出方法、紙での提出不可を明記）

10-37 工事打合せ簿一覧表

削除 旧ASP使用不可により作成不可能なため

第１０章　様式、資料

【注】様式は（上下水）総務課のホームページからダウンロードできます。 【注】様式は（上下水）総務課のホームページからダウンロードできます
が、原則としてASPで作成、提出してください。（以下様式は、参考添付で
す。）
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

10-39 協議書

（指定部分）

様式中の、印マークは不可のため削除

ただし、押印義務について補足記入

新　設

10-40 承諾書

（指定部分）

様式中の、印マークは不可のため削除

ただし、押印義務について補足記入

第１０章　様式、資料
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

10-41 工事指定部分完成届

提出日記載箇所の変更

10-42 通知書

（指定部分）

様式中の、印マークは不可のため削除

ただし、押印義務について補足記入

第１０章　様式、資料
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

10-43 協議書

（既済部分単年度）

様式中の、印マークは不可のため削除

ただし、押印義務について補足記入

10-44 協議書

（既済部分複数年度）

様式中の、印マークは不可のため削除

ただし、押印義務について補足記入

第１０章　様式、資料
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

10-45 承諾書

（既済部分単年度）

様式中の、印マークは不可のため削除

ただし、押印義務について補足記入

10-46 承諾書

（既済部分複数年度）

様式中の、印マークは不可のため削除

ただし、押印義務について補足記入

第１０章　様式、資料
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

10-48 通知書

（既済部分）

様式中の、印マークは不可のため削除

ただし、押印義務について補足記入

新　設

10-55 残土処理承諾書

様式中の、印マークは不可のため削除

ただし、押印義務について補足記入

第１０章　様式、資料
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小項目を追加表示 検索を容易にするため

令和８年度　水道管工事標準仕様書　改訂　新旧対照表
頁 項目 改訂前 改訂後 根拠・理由等

目次

10-56 土地使用承諾書

様式中の、印マークは不可のため削除

ただし、押印義務について補足記入

第１０章　様式、資料
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